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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第22期

会計期間

自平成20年
11月１日
至平成21年
１月31日

自平成19年
11月１日
至平成20年
10月31日

売上高（千円） 1,079,1284,030,340

経常利益（千円） 156,684 517,822

四半期（当期）純利益（千円） 79,648 287,025

純資産額（千円） 1,260,9431,220,646

総資産額（千円） 5,179,7185,039,841

１株当たり純資産額（円） 80,299.5277,733.33

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 5,072.2018,412.08

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 5,009.9818,194.98

自己資本比率（％） 24.3 24.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
146,521 287,099

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△182,307△574,948

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
90,902 409,899

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 676,034 620,917

従業員数（人） 35 35

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

  

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年１月31日現在

従業員数（人） 35 (28)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、パート、アルバイト等を含みます。）は、当第１四半期連結

会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年１月31日現在

従業員数（人） 29 (16)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、パート、アルバイト等を含みます。）は、当第１四半期会計

期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注実績

　当社グループは、受注開発を行っていないため、受注残高はありません。　

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

不動産管理運営事業（千円） 690,289

不動産開発販売事業（千円） 300,747

不動産仲介コンサル事業（千円） 88,091

合計（千円） 1,079,128

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売に対する割合は次のとお

りであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

金額（千円） 割合（％）

賃貸物件オーナー（個人Ａ氏）　 168,577 15.6

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1) 業績

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)におけるわが国の経済は、世界的に拡

がった金融市場の混乱が続く中で景気は急速に悪化しました。企業の業況は一段と深刻さを増しており、設備投資

は減少し、また、個人消費も弱含みを示しております。為替の変動リスク等、予断を許さない環境にあり、景気をさら

に下押しするリスクが存在していると言えます。国際金融市場の混乱に収束の見込みがつかず、実体経済の悪化に

伴ない企業の生産設備や雇用に対する過剰感が強まっていることなどから、景気は引き続き厳しい状況が継続する

ものと考えられます。

当社の事業領域である不動産市場においては、金融機関による資金供給が抑制され需給バランスが悪化してお

り、不動産市場全体で取引が停滞傾向にあります。また、賃貸住宅の住み替え意欲にも減退傾向が顕れてきておりま

す。

このような状況の下、当社グループは、入居者及び物件オーナー等ニーズを直接感知できるお客様に軸足を置い

た、高品質なサービス提供に基づく営業基盤の拡充と優良な物件開発に努めてまいりました。この結果、当第１四半

期連結会計期間の業績として、売上高は1,079,128千円、営業利益は170,028千円、経常利益は156,684千円、四半期純

利益は79,648千円となりました。今後も、経営環境、市場の変動に的確に対応し、効率化と収益力の強化を図ってま

いります。なお、当第１四半期連結会計期間より四半期報告書を開示しているため、前年同期比較は実施しておりま

せん。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

 

＜不動産管理運営事業＞

本事業におきましては、既存オーナーとの信頼関係を基盤にした、サブリース受注、管理室数の拡大を図りまし

た。また、自社開発物件（不動産開発販売事業）を中心とする新築物件の管理委託受注または自社所有を強化し、

同時にスケールメリット生かしたコスト削減による管理業務の採算向上に努めてまいりました。この結果、不動

産管理運営事業の売上高は690,289千円、営業利益は112,326千円となりました。

 

＜不動産開発販売事業＞

当第１四半期連結会計期間に引渡した物件は、賃貸事業用自社開発物件３棟34室を売却いたしました。この結

果、不動産開発販売事業の売上高は300,747千円、営業利益は56,893千円となりました。

 

＜不動産仲介コンサル事業＞

　本事業においては、優良な賃貸物件の獲得と多様な物件情報の提供に努め、オーナーのキャッシュ・フローを増

加させるべく稼働率の向上に注力してまいりました。また、人材育成を図るとともに効率化によるコストの削減

に取組んでまいりました。この結果、不動産仲介コンサル事業の売上高は88,091千円、営業利益は47,641千円とな

りました。

  

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末から55,116千

円増加し、当第１四半期連結会計期間末現在の残高は676,034千円となりました。当第１四半期連結会計期間におけ

る各キャッシュ・フローの状況と変動の要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、当第１四半期連結会計期間で増加した資金は146,521千円となりました。税金等調整前四半期純

利益を158,196千円計上及びたな卸資産の減少90,444千円等に対し、法人税等を127,654千円支払ったことが主な要

因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、当第１四半期連結会計期間で減少した資金は182,307千円となりました。これは、千葉県船橋市

の賃貸マンション開発事業（プライムスクエア）を中心として有形固定資産取得のため支出を181,823千円行っ

たことによるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、当第１四半期連結会計期間で増加した資金は90,902千円となりました。これは、長期借入金の増

加による収入288,000千円に対し、長期借入金の返済による支出が157,840千円及び配当金の支払による支出が

39,257千円あったことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設は次の通り完了して

おります。

 

賃貸用マンションの建設（不動産管理運営事業）

 

プライムスクエア（旧称：　仮称）船橋本町５丁目プロジェクト） 

　提出会社において、千葉県船橋市本町５丁目の地積360.36㎡の宅地上に、地上10階建ての賃貸用マンションを建築

し、平成20年12月に完了いたしました。前連結会計年度までに土地の取得及び建築工事費用等を363,065千円（税

抜）、当第１四半期連結会計期間に建築工事費用等を160,554千円（税抜）投資しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000

計 50,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成21年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年３月16日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 15,703 15,703
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 15,703 15,703 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成21年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年12月29日開催の臨時株主総会決議（平成18年１月11日取締役会決議）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年１月31日）

新株予約権の数（個） 210（注）５

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 210（注）５

新株予約権の行使時の払込金額（円） 15,500

新株予約権の行使期間
平成19年12月30日から

平成27年12月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　15,500

資本組入額　　 　　　7,750

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき、株式数は１株あります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数は調整されます。ただし、かか

る調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。

 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社

が完全子会社になる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に

応じ必要と認める株式数の調整を行うことができる。
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３　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当

社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または当社が時価を下回る価額で自己

株式を処分する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数＋１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価

額と読み替えるものとします。

４　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、及び従

業員の地位にあることを要するものとする。ただし任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任・

退職、業務上の疾病に起因する退職、及び転籍その他正当な理由の存する場合は地位喪失後１年以内（た

だし、権利行使期間内に限る）または権利行使期間開始の日より１年以内のいずれかの期間内に限り権利

行使をなしうるものとする。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。

(3）その他の行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

５　退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。

②　平成17年12月29日開催の臨時株主総会決議（平成18年４月17日取締役会決議）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年１月31日）

新株予約権の数（個） ３（注）５

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） ３（注）５

新株予約権の行使時の払込金額（円） 15,500

新株予約権の行使期間
平成19年12月30日から

平成27年12月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　15,500

資本組入額　　　 　　7,750

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき、株式数は１株であります。
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２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数は調整されます。ただし、かか

る調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社

が完全子会社になる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に

応じ必要と認める株式数の調整を行うことができる。

３　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当

社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または当社が時価を下回る価額で自己

株式を処分する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数＋１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価

額と読み替えるものとします。

４　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、及び従

業員の地位にあることを要するものとする。ただし任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任・

退職、業務上の疾病に起因する退職、及び転籍その他正当な理由の存する場合は地位喪失後１年以内（た

だし、権利行使期間内に限る）または権利行使期間開始の日より１年以内のいずれかの期間内に限り権利

行使をなしうるものとする。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。

(3）その他の行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

５　退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。   

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年11月１日～

平成21年１月31日
－ 15,703 － 165,635 － 64,485

　 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

 

 

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】

 平成20年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  　　 － －
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区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

完全議決権株式（その他）  普通株式      15,703 15,703 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 15,703 － －

総株主の議決権 － 15,703 －

　 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
11月

12月
平成21年
１月

最高（円） 125,000250,000318,000

最低（円） 94,000121,000209,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

 該当事項はありません。

 

(2）退任役員

 該当事項はありません。

 

(3）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
空間事業本部長兼

同第一部長
取締役 空間事業本部長 笠原　賢一 平成21年２月13日

取締役
空間事業本部第二

部長 
取締役 － 永末　明紀 平成21年２月13日

取締役
空間事業本部第三

部長
取締役 － 山本　浩二 平成21年２月13日

取締役
管理本部長兼情報

管理部長
取締役 － 佐藤　貴子 平成21年２月13日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平

成21年１月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。 

EDINET提出書類

株式会社アールエイジ(E04077)

四半期報告書

13/25



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 676,034 620,917

営業未収入金 68,817 65,244

販売用不動産 ※2
 989,372

※2
 1,186,489

仕掛販売用不動産 ※2
 1,023,154

※2
 920,421

その他 66,028 61,564

貸倒引当金 △15,509 △17,020

流動資産合計 2,807,898 2,837,616

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 1,064,284

※1, ※2
 737,089

土地 ※2
 994,085

※2
 994,085

その他（純額） ※1
 53,863

※1, ※2
 226,147

有形固定資産合計 2,112,233 1,957,322

無形固定資産

その他 7,673 8,014

無形固定資産合計 7,673 8,014

投資その他の資産 251,913 236,887

固定資産合計 2,371,820 2,202,225

資産合計 5,179,718 5,039,841

負債の部

流動負債

営業未払金 35,949 51,978

短期借入金 ※2
 50,000

※2
 50,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 311,739

※2
 257,193

未払法人税等 74,157 123,974

賞与引当金 6,567 14,352

その他 231,334 196,988

流動負債合計 709,747 694,486

固定負債

長期借入金 ※2
 2,714,758

※2
 2,639,144

その他 494,269 485,564

固定負債合計 3,209,027 3,124,708

負債合計 3,918,774 3,819,195
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年10月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 165,635 165,635

資本剰余金 64,485 64,485

利益剰余金 1,030,916 990,524

株主資本合計 1,261,037 1,220,646

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △94 －

評価・換算差額等合計 △94 －

純資産合計 1,260,943 1,220,646

負債純資産合計 5,179,718 5,039,841
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年１月31日)

売上高 1,079,128

売上原価 765,046

売上総利益 314,082

販売費及び一般管理費 ※
 144,053

営業利益 170,028

営業外収益

受取利息 45

保険配当金 70

その他 3

営業外収益合計 119

営業外費用

支払利息 13,463

営業外費用合計 13,463

経常利益 156,684

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,511

特別利益合計 1,511

税金等調整前四半期純利益 158,196

法人税等 78,547

四半期純利益 79,648
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 158,196

減価償却費 16,556

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,785

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,511

受取利息及び受取配当金 △45

支払利息 13,463

営業債権の増減額（△は増加） △3,573

たな卸資産の増減額（△は増加） 90,444

営業債務の増減額（△は減少） △16,029

その他 37,540

小計 287,256

利息及び配当金の受取額 45

利息の支払額 △13,126

法人税等の支払額 △127,654

営業活動によるキャッシュ・フロー 146,521

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △181,823

その他 △484

投資活動によるキャッシュ・フロー △182,307

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 288,000

長期借入金の返済による支出 △157,840

配当金の支払額 △39,257

財務活動によるキャッシュ・フロー 90,902

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 55,116

現金及び現金同等物の期首残高 620,917

現金及び現金同等物の四半期末残高 676,034
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

棚卸資産の評価に関する会計

基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業

会計基準第９号）を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価

法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

　当該変更に伴う損益に与える影響はありません。

 

 

【簡便な会計処理】

　　 

 
 
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成20年11月１日 
 至　平成21年１月31日）

固定資産の減価償却費の算定

方法

　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法を採用しています。

棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げについては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売

却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

税金費用 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

 

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年１月31日）

前連結会計年度末
（平成20年10月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、113,902千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、103,576千円であ

ります。

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

販売用不動産    829,940 千円

仕掛販売用不動産 669,278 千円

土地 993,904 千円

建物 1,023,060 千円

計 3,516,184 千円

販売用不動産 950,301千円

仕掛販売用不動産     576,484千円

土地 993,904千円

建物 694,169千円

建設仮勘定 172,040千円

計 3,386,900千円

上記資産は、短期借入金50,000千円、１年以内返済

予定長期借入金311,739千円、長期借入金2,714,758

千円の担保に供しております。

上記資産は、短期借入金50,000千円、１年以内返済

予定長期借入金257,193千円、長期借入金2,639,144

千円の担保に供しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）
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当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次の通りであります。

役員報酬  24,300千円

給与手当  37,936千円 

賞与引当金繰入額  6,567千円

法定福利費  6,139千円

地代家賃  19,287千円

租税公課  7,873千円

減価償却費  6,040千円 

通信費  4,109千円

支払手数料  5,516千円

業務委託費  9,063千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年１月31日現在）

（千円） 　

現金及び預金勘定  676,034

現金及び現金同等物 676,034

 

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年１月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　

平成21年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　15,703株

 

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

  

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

平成21年１月28日開催の定時株主総会において、次の通り決議しております。

普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　　　　　　　　39,257千円

（ロ）１株当たり配当額　　　　　　2,500円

（ハ）基準日　　　　　　　　　　　平成20年10月31日

（ニ）効力発生日　　　　　　　　　平成21年１月29日

（ホ）配当の原資　　　　　　　　　利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

 
不動産管理
運営事業
（千円）

不動産開発
販売事業
（千円）

不動産仲介
コンサル事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 690,289300,74788,0911,079,128 － 1,079,128

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
1,215 －   － 1,215△1,215 －

計 691,504300,74788,0911,080,343△1,2151,079,128

営業利益 112,32656,89347,641216,861△46,833170,028

　（注）１．事業区分の方法

当社グループの事業は、事業の性質及び役務内容の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な役務内容

事業区分 主要な役務内容

不動産管理運営事業 賃貸マンションの一括借上げ（サブリース）、賃貸マンションの自社所有、

居住用賃貸物件と駐車場の賃料収受及び管理業務、大型リフォーム、

ウィークリーステイ事業

不動産開発販売事業 賃貸マンション及び戸建住宅の企画・開発・販売

不動産仲介コンサル事業 居住用賃貸物件及び駐車場の仲介業務

 

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日） 

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

 

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

  海外売上高がないため該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年１月31日）

前連結会計年度末
（平成20年10月31日）

１株当たり純資産額 80,299.52円 １株当たり純資産額 77,733.33円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5,072.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 5,009.98円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（千円） 79,648

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 79,648

期中平均株式数（株） 15,703

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 195

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― 
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（重要な後発事象）

 

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日）

　平成21年２月３日開催の当社取締役会において、次のとおり株式分割による新株式の発行を決議しております。

　平成21年４月１日をもって普通株式１株を２株に分割いたします。

(1）分割により増加する株式数

　平成21年３月31日最終の発行済株式数に１を乗じた株式数といたします。

(2）分割方法

　平成21年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株につき２株の割

合をもって分割します。

 

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当第１四半期連結累計（会計）期間における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額
当第１四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

40,149.76円 38,866.66円
　
１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 2,536.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 2,504.99円

　　　　　　 
 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年３月12日

株式会社アールエイジ

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邊　芳樹　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鶴見　寛　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アールエ

イジの平成20年11月1日から平成21年10月31日までの連結会計年度の第1四半期連結累計期間（平成20年11月1日から平成

21年1月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アールエイジ及び連結子会社の平成21年1月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年２月３日開催の取締役会において、株式分割による新株式の発

行を決議している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

(注) １

(注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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